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別記様式１                                                                             (用紙A4版）

  

競争参加資格確認申請書 

 

 分任支出負担行為担当官 

 中部地方整備局       平成  年  月  日 

 ○○○事務所長 宛 

 

          住所 

 

          商号又は名称 

 

       代表者氏名      印 

       （又は○○支店長  ○○ ○○） 

 

  平成○年○月○日付けで公告のあった平成○年度 ○○○工事に係る競争参加資格について確認 

 されたく、別添の書類を添えて申請する。 

  なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添 

 付書類の内容については事実と相違ないことを誓約する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。 

      なお、紙入札方式による場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所及び商号又は名称を

記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（380 円）に相当する切手をはった長３号封筒を

申請書と併せて提出してください。 



表紙１                                                                    (用紙 A4版）

平成 年  月  日

 

 分任支出負担行為担当官 

 中部地方整備局 

  ○○○事務所長 宛 

 

○○市○○区○－○－○ 

○○○建設株式会社  

代表取締役○○ ○○  印 

                                                    （又は○○支店長 ○○○○）

 

 

平成○年度 ○○○工事 

競争参加資格確認資料 

 

 

                                       等級区分 一般土木 ○等級 

                                        所在地 (本社(本店､支店､営業所)の所在地を記入すること｡) 

                    業者コード               

                    建設業許可番号  ○○－○○○○    

                                         

                                       連絡先  所 属：            

                        役 職：            

                                氏 名：            

                                                電 話：            

                                                E-mail：  0000000@00.00.00  

 

 

標記について、平成○年○月○日付けで公告のありました「平成○年度 ○○○工事」の

競争参加資格確認資料を別紙のとおり提出します。 

 

 

注１）電子入札システムを用いて提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書、競争参

加資格確認資料及び技術提案書の合計容量が３ＭＢを超える場合には、郵送等（締切日

時必着）で提出すること。紙入札者は持参も可とする。 

注２）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。 

注３）連絡先とは、技術提案書等の内容に対する問い合わせ及び施工体制の確認を行う際に

おける連絡先（担当者）を記載するものとする。なお、施工体制確認のためのヒアリン

グについては、配置予定技術者に対して行う。 



表紙１―２                                                                             (用紙A4版） 

技術者の能力 
・注意 1）チェックは「■」のように記入してください。（「レ」はチェック箇所が不明確になりますのでやめてください。） 

・注意２）チェック漏れ、チェックミスがあると加点されない場合があります 

・注意３）最大３名を限度（経常建設企業体にあっては各構成員に対し最大３名を限度） 

氏名    

評価項目 評価内容 記載事項 備考（添付書類等）

□中部地方整備局発注の実績あり 

□国の機関発注の実績あり 

□都道府県・政令市発注の実績あり

□都道府県・政令市発注の関係機関

発注の実績あり 

配置予定技術

者の同種・類似

工事の施工実

績 

平成８年度以降に、元請けと

して施工した同種・類似工事

の実績を評価 

【分任官は対象年度を設定し

ない】 

□同種 

□類似 

【同種のみは同種

に■を付し類似を

削除】 
□市町村発注・民間事業の実績あり

別記様式３ 

□年間推奨単位を取得 継続教育（ＣＰ

Ｄ）単位の取得

状況 

平成 22 年 4 月 1 日以降に配

置予定技術者が年間推奨単

位以上を取得した場合に評

価 
□年間推奨単位を取得していない 

建設系ＣＰＤ協議会

等に加盟する団体が

発行するＣＰＤ単位

取得証明書 

□局長表彰あり 

□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり 

□事務所長表彰、室長表彰あり 

優良工事技術

者表彰（平成 19

年度～22 年度

表彰） 

中部地方整備局長又は中部

地整管内の事務所長（管理

所長・室長）より「技術者表

彰」を受賞の場合に評価 □表彰なし 

添付書類必要なし 

 

氏名    

評価項目 評価内容 記載事項 備考（添付書類等）

□中部地方整備局発注の実績あり 

□国の機関発注の実績あり 

□都道府県・政令市発注の実績あり

□都道府県・政令市発注の関係機関

発注の実績あり 

配置予定技術

者の同種・類似

工事の施工実

績 

平成８年度以降に、元請けと

して施工した同種・類似工事

の実績を評価 

【分任官は対象年度を設定し

ない】 

□同種 

□類似 

【同種のみは同種

に■を付し類似を

削除】 
□市町村発注・民間事業の実績あり

記様式３ 

□年間推奨単位を取得 継続教育（ＣＰ

Ｄ）単位の取得

状況 

平成 22 年 4 月 1 日以降に配

置予定技術者が年間推奨単

位以上を取得した場合に評

価 
□年間推奨単位を取得していない 

建設系ＣＰＤ協議会

等に加盟する団体が

発行するＣＰＤ単位

取得証明書 

□局長表彰あり 

□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり 

□事務所長表彰、室長表彰あり 

優良工事技術

者表彰（平成 19

年度～22 年度

表彰） 

中部地方整備局長又は中部

地整管内の事務所長（管理

所長・室長）より「技術者表

彰」を受賞の場合に評価 □表彰なし 

添付書類必要なし 

 

氏名    

評価項目 評価内容 記載事項 備考（添付書類等）

□中部地方整備局発注の実績あり 

□国の機関発注の実績あり 

□都道府県・政令市発注の実績あり

□都道府県・政令市発注の関係機関

発注の実績あり 

配置予定技術

者の同種・類似

工事の施工実

績 

平成８年度以降に、元請けと

して施工した同種・類似工事

の実績を評価 

【分任官は対象年度を設定し

ない】 

□同種 

□類似 

【同種のみは同種

に■を付し類似を

削除】 
□市町村発注・民間事業の実績あり

別記様式３ 

□年間推奨単位を取得 継続教育（ＣＰ

Ｄ）単位の取得

状況 

平成 22 年 4 月 1 日以降に配

置予定技術者が年間推奨単

位以上を取得した場合に評

価 
□年間推奨単位を取得していない 

建設系ＣＰＤ協議会

等に加盟する団体が

発行するＣＰＤ単位

取得証明書 

□局長表彰あり 

□事務所長表彰、室長表彰、２回以上あり 

□事務所長表彰、室長表彰あり 

優良工事技術

者表彰（平成 19

年度～22 年度

表彰） 

中部地方整備局長又は中部

地整管内の事務所長（管理

所長・室長）より「技術者表

彰」を受賞の場合に評価 □表彰なし 

添付書類必要なし 

 

注意

備考欄の添付書類内容を確認し、
必要となる書類を添付



表紙１―３                                                                             (用紙A4版） 

企業の能力、地域精通度、地域貢献度、施工能力 
・注意 1）チェックは「■」のように記入してください。（「レ」はチェック箇所が不明確になりますのでやめてください。） 
・注意２）チェック漏れ、チェックミスがあると加点されない場合があります 

企業名   

評価項目 評価内容 記載事項 備考（添付書類等）

□中部地方整備局発注の実績あり 
□国の機関発注の実績あり 
□都道府県・政令市発注の実績あり 
□都道府県・政令市発注の関係機関
発注の実績あり 

企業の同種・類
似工事の施工
実績（平成８年
度以降） 

平成８年度以降に、元請けとして施工
した同種・類似工事の実績を評価 □同種 

□類似 
【同種のみは同
種に■を付し類
似を削除】 

□市町村発注・民間事業の実績あり 

別記様式２  

□局長表彰あり 
□２年連続で事務所長表彰又は室長表彰あり 
□事務所長表彰、室長表彰が１年で複数あり 
□事務所長表彰、室長表彰あり 

優良工事表彰
（平成 21、22 年
度） 

中部地方整備局長又は中部地方整備
局管内の事務所長（管理所長・室長）
より「優良工事技術者表彰」を受賞の
場合に評価 

□表彰なし 

添付書類必要なし 

□工事成績優秀企業に認定されている 工事成績優秀
企業認定（平成
21、22 年度） 

「工事成績優秀企業」として認定されて
いる場合に評価 

□認定されていない 
添付書類必要なし  

□２年連続安全工事表彰あり 
□安全工事表彰あり 

安全工事表彰
（平成 21、22 年
度） 

中部地方整備局長より「安全工事表
彰」を元請として受賞の場合に評価 

□安全工事表彰なし 
添付書類必要なし 

□２年連続表彰あり 
□表彰あり 

その他表彰（平
成 21、22 年度） 

中部地方整備局管内の事務所長（管
理所長・室長）より「その他表彰」を元
請として受賞の場合に評価 □表彰なし 

表彰状の写し 

□一定規模以上の実績あり 
□一定規模未満で 500 万円以上実績あり 

平成 8 年度以
降の近隣地域
内の工事実績 

入札説明書に記載する近隣地域内に
おいて一定規模以上の工事実績があ
る場合に評価 □当該地域で実績なし 

別記様式４ 

□入札説明書に記載する設定地域内に本店あり 
□競争参加条件地域内に本店あり 
□競争参加条件地域内に支店・営業所有りかつ中部
地方整備局管内に本店あり 

地域内拠点の
有無 

入札説明書に記載する設定地域に本
店が有る場合に評価 

□競争参加条件地域内に支店・営業所あり 

添付資料必要なし 

□中部地方整備局及び管内事務所
の要請による活動実績あり 

□上記以外の機関からの要請によ
る活動実績あり 

災害活動実績 

平成１８年４月１日以降に、中部地方整備局管内におい
て、国の機関、政府関係機関、自治体等の要請を受けて
緊急的に実施した災害支援活動（鳥インフルエンザ等防
疫活動を含む）及び「中部地方整備局管外において、中
部地方整備局、事務所の要請により災害支援活動を行っ
た実績がある場合に評価 □活動実績なし 

要請書、契約書、感謝
状の写し等 
別記様式Ⅰ：災害活
動実績概要書 

□中部地方整備局及び管内事務所
との協定締結あり 

□工事毎に設定する拠点の有無に
係る設定地域内での上記以外の
機関との協定締結あり 

【地域要件が地整管内の場合は削除】 

災害協定締結
の有無 

「入札参加者が会員等となっている法人格を有する団体」
と「中部地方整備局」、「中部地整管内の事務所」、又は
「工事毎に設定する拠点の有無に係る設定地域において
国の機関、政府関係機関、自治体等」が災害協定を締結
している場合に評価 
・個別企業との協定締結は評価しない 

□協定締結なし 

加盟団体が発行した
証明書 
（平成 23 年 4 月 1 日
以降発行に限る） 

□表彰あり 
ボランティアに
よる地域貢献 

中部地整管内における道路・河川行政に係るボランティ
ア活動により、中部地整の事務所長（管理所長）及び自
治体の長から「入札参加者」や「入札参加者が会員等と
なっている団体」が表彰や感謝状を受けた場合に評価 
・表彰、感謝状の付与機関と同一県内の事務所で評価 
・評価対象の期間は受賞日より２年間 

□表彰なし 

表彰状、感謝状の写し
別記様式Ⅱ：ボランテ
ィア活動実績概要書

□実績あり 道路除雪作業
の実績 

平成 18 年 4 月 1 日以降に、中部地整管内において、国
又は自治体が積雪期をとおして発注する２４時間体制の
道路除雪作業の実績（下請けも含む）がある場合に評価
・対象実績は発注が道路除雪作業のみの場合 □実績なし 

□実績あり 河川、道路維持
作業の実績 

平成 18 年 4 月 1 日以降に、中部地整管内の事務所（管
理所）が発注する２４時間体制の直轄河川・道路の応急
維持作業等の実績がある場合に評価 □実績なし 

実績を証明できる資
料（契約書等写し及び
24時間体制であること
が確認できる仕様書
等） 

【地域要件の設定が中部地方整備局管内の場合は削除】 
□配置する 担当技術者の

資格 
自社職員で１級舗装施工管理技術者の有資格者を配置
する場合に評価 □配置しない 

別記様式５、資格を確
認できる書類の写し 

□実施する 
建設ＩＣＴ活用 

ＴＳを活用した施工を実施する場合に評価（ＴＳ活用工事
限定） □実施しない 

別記様式Ⅲ：建設ＩＣＴ
活用計画書 

【担当技術者評価、ＴＳ活用工事の場合】 
 

注意

備考欄の添付書類内容を確認し、
必要となる書類を添付



別記様式Ⅰ                                       (用紙 A4版）

災害活動実績概要書 

災害活動の概要 

（記入例） 

平成○年○月○日に発生した「○○地震」により被災した国道○号線

の土砂撤去及び舗装復旧工事を実施 

 実施年月日  平成２２年○月△日～平成○○年○月△日 

 実施場所   ○○県○○市△△ 

 要請を受けた機関   中部地方整備局（○○県） 

 元請・下請の別   元請   下請 

  添付した活動実績を証明する書類 

  （記入例） 

   ・中部地方整備局（○○県）との災害協定書の写し 

   ・中部地方整備局（○○県）からの要請書の写し 

   ・中部地方整備局（○○県）との契約書の写し 

   ・○○市が発行した参加実績証明書の写し 

 

   （活動実績が二次下請け以降の場合） 

   関係機関が元請けに発行した上記書類の写し 

   ・元請けから下請けへの要請書又は契約書の写し 

 

 

要請書が無い場合は、災害復旧
工事であることが確認できる資料
を添付
（工事総括表、工事図面、写真等）

協定に基づき実施
した場合は添付

元請けが要請されたことが確
認できる上記書類も添付



別記様式Ⅱ                                       (用紙 A4版）

 

ボランティア活動実績概要書 

 活動の概要 

（記入例） 

 平成○年○月○日より「○○川清掃活動」に参加 

 活動年月日  平成２２年○月△日～平成○○年○月△日 

 実施場所   ○○県○○市△△ 

 表彰等を受けた機関   中部地方整備局（○○県） 

 表彰年月日  平成○年○月○日       ※受賞日より２年間が対象 

 

 添付した表彰状・感謝状 

    

     ・○月○日付  ○○市長よりの感謝状 

 

   □表彰が団体の場合 

     ・団体が発行した参加証明書 

 

 

 

感謝状の写しを添付
してください。

感謝状が団体宛の場合
は、参加したことが確認
できる団体が発行した参
加証明書を添付

注意：
評価対象となるのは、感謝状等を付与した事務所・自治体と同一県内で
のボランティア活動の場合のみです。

審査基準日より遡り２年間を評価対象



対象工種とＴＳ出来形管理の実施内
容の概要を記載してください。

注意）評価対象となる工事は、
①土工（盛土、切土、床堀500m3以上、
②法面工（機械整形250m2以上）
③舗装工（As・排水性舗装表層1,000m2以上）
④路盤工（1,000m2以上） が含まれる工事のみです。

注意）
履行義務が発生しますので、実施しなかった場合は、違約金徴収の対象となります。

別記様式Ⅲ                                       (用紙 A4版）

建設ＩＣＴ活用計画書 

  出来形管理用ＴＳ（トータルステーション）を活用する工事に限る 

 出来形管理用ＴＳの定義： 
現場での出来形の計測や確認を行うために必要なＴＳ、ＴＳに接続された情報機器

（データコレクタ、携帯可能なコンピューター）、及び情報機器に搭載する出来形管理

用ＴＳソフトウェアの一式 

 

 活用概要 

（記入例） 

 盛土工○○ｍ３の施工においてＴＳを活用した出来形管理を実施

する。 

使用する機器の仕様等（参考） 

 技術名（製品名）  

 ＴＳ出来形管理要領

対応の可否 
 

 国土地理院登録等級  

 ソフトウェア名  

使用する出来形管理用ソフトウェア（参考） 

 ソフト種類  

 技術名（製品名）  

 ※使用する機械の仕様、出来形管理用ソフトウェアについては、現段階で予定されている

ものを記入してください。未定の場合は「未定」でも構いません。 

 

 



別記様式５                                                                             (用紙A4版）

Ａｓ舗装、ＣＯ舗装、電線共同溝の場合に本様式を添付する 
 

平成○○年度  ○○工事施工能力 

 
会社名                           

      項   目     具体的な施工計画       備   考 
ア．有資格者（１級舗装施工管理技
術者）が当該工事に主任（監理）技
術者とし従事する。 

有資格者の氏名・登録番号等 
・氏名（        ） 
  ☆☆年☆☆月取得 
  登録番号：◇◇◇◇ 

イ．有資格者（１級舗装施工管理技
術者）が当該工事に担当として従事
する。 

有資格者の氏名・登録番号等 
・氏名（        ） 
  ☆☆年☆☆月取得 
  登録番号：◇◇◇◇ 

１．当該工事に従事する 
 有資格業者について 

ウ．有資格者（１級舗装施工監理技
術者）が当該工事に従事しない。 

 

注１：１．２．３は該当する記号のいずれかに◯を付す。 
注２：当該工事に従事する有資格者とは主任(監理)技術者又は担当者で１級 舗装施工管理技術者の資格を

有している者とし、担当者については１名 のみ評価の対象とする。なお資格を確認できる書類の写し
を添付すること。 

注３：「担当者」とは、当該工事に従事する担当者（技術者）で、主任(監理)技術者、現場代理人以外の
者をいう。 

 
 

注意）
管理技術者と別に配置する場合は、１級舗装施工管理技術者の有資格者であれば、１回
限り担当者の変更が可能です。



災害協定を締結している
団体に所属している場合
は、団体へ発行を依頼し、
写しを添付



別記様式２                                                                   (用紙 A4版）

                                                    会社名：         

同種又は類似工事の施工実績 

・同種工事 ： ○○○○の施工実績 

・類似工事 ： ○○○○の施工実績 

競争参加資格 同  種   ・  類  似 

工 事 名 称  評定点 点 

発 注 機 関 名  

施 工 場 所 （都道府県・市町村名） 

契 約 金 額  

工 期   平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

工
事
名
称
等 

受 注 形 態 等  単体／JV（出資比率） 

○○○○ ○○○○m 

  

  

工
事
概
要   

 CORINS登録の有無             有（CORINS登録番号） ･   無 
注 1) 同種・類似の区分いずれかに○を付す。 
注 2) 必ず公告において明示した資格があることを確認できる内容を記載する。 
注 3) CORINS 登録の区分いずれかに○を付す。「有」に○を付した場合は、CORIN 登録番号を記載する。「無」

に○を付した場合は、当該工事の契約書の写しを添付する。 
注 4) CORINSに登録無き工事及びCORINSにて工事内容が確認できない工事（簡易CORINSで登録した工事等）

は、契約書の他に施工計画書等の当該工事の内容（同種工事等の工事実績）が証明できる書類を添付
する。必要書類の添付がないものは、入札に参加できないので留意すること。 

注 5) 経常建設共同企業体にあっては、すべての構成員が有する入札説明書に掲げる実績を、それぞれ記載
する。なお１枚につき１社の記載とし、複数枚使用する場合は、本用紙を複写して使用すること。 

注 6) 当該工事に係る工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付する。ただし、工事評定
が実施されていない実績や発注者より工事成績評定通知がされていない実績は、工事完了検査に合格
したことを証明する書類又は、発注者への引き渡しが完了したことを証明する書類を添付する。その
場合は、評定点を６５点と見なす。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

表彰、工事成績優秀企業認定の有無 

優良工事表彰の有無 有（工事名） ・ 無 

安全工事表彰の有無 有（工事名） ・ 無 

その他表彰の有無（表彰の写しを添付） 有（工事名） ・ 無 

工事成績優秀企業認定の有無 有 ・ 無 
注 1) 平成 21、22年度に優良工事表彰、安全工事表彰及びその他表彰を中部地方整備局(港湾空港関係除く)

において受賞した場合は､有に○を付し､工事名を記載（その他表彰は表彰の写しを添付）すること｡
受賞していない場合は無に○を付す｡ 

注 2) 平成 21、22 年度に中部地方整備局長から工事成績優秀企業の認定を受けている場合は有に○を付し、
受けていない場合は無に○を付す｡ 

＜評定結果通知の紛失等により写しの提出が出来ない場合＞
平成８年度以降の中部地方整備局発注（港湾空港関係除く）の工事は、様式１「工事成績確認申
請書」により申請し、様式２「工事成績確認書」の交付を受け、写しを添付する。 
なお、申請、受け取りは受注者を原則とし、郵送、電子メールによる受付・送付は行わないため、
事前に以下に連絡願います。また、申請から交付には３日程度（土曜日、日曜日及び休日を除く）
を要します。 

中部地方整備局 企画部技術管理課 技術審査係 
名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎第２号館     
TEL ０５２－９５３－８１３１  FAX ０５２－９５３－８２９４ 

チェックリストに表彰ありとチェックした場合
は必ず○を付けて下さい。
○が付けてない場合は、表彰を受けていて
も評価されない場合があります。

表彰を受けた工事名を記載

工事成績評定通知
がされていない実績
の場合は、記入不要

その他表彰は表彰状の添付が必要
注意）その他表彰とは、中部地方整備局管内
の事務所長（管理所長）より「その他表彰」とし
て表彰されたものであり、他の機関より表彰さ
れたものではないので留意すること

CORINSに登録された実績であって、同種又は類似工事である

内容が、工事カルテに登録されていない場合は、同種又は類似
工事である内容が確認できる書類（図面、数量総括表等）の写し
等を添付してください。



別記様式３                                                                 (用紙 A4 版）

配置予定技術者の資格・工事経験 

会社名：○○○建設株式会社

配置予定者の氏名 主任（監理）技術者 ○○ ○○（フリガナを記載） 

最終学歴 学校名 学科名 00年卒業 

一級土木施工管理技士 00年00月取得（登録番号：0000） 

（指定建設業）監理技術者資格者証 

 00年00月当初交付（現在の交付番号：0000） 法令による資格・免許 

実務経験 ○年以上（実務経験による資格の場合に記入） 

※実務経験による参加資格の場合はその経験が証明できる資料を添付する 

同種又は類似の区分 同種 ・ 類似 

工事名称  評定点 点

発注機関名  

施工場所 （都道府県・市町村名） 

契約金額  

工期 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

従事役職  

工事内容 （同種又は類似工事であることが確認できる内容を記載） 

受注形態等 単体／JV（出資比率） 

工
事
名
称
等 

CORINS登録の有無 有（CORINS登録番号） ・ 無 

工事名称  

発注機関名  

工期  

従事役職  

本工事と重複する 

場合の対応措置 
 

申
請
時
に
お
け
る 

工
事
の
従
事
状
況 

CORINS登録の有無 有（CORINS登録番号） ・ 無 

優良工事技術者表彰の有無 有（工事名） ・ 無 

施工体制確認のためのヒア

リング対象者区分 
ヒアリング対象者（電話番号等） ・ 非対象者 

注 1) 同種・類似の区分いずれかに○を付す 
注 2) 施工体制確認のためのヒアリング対象者の区分について、配置予定技術者を複数名とする場合に、いずれかに○を付す。ま

た、ヒアリング対象者とした配置予定技術者の連絡先（電話番号等）を（ ）内に明記する 
注 3) CORINS登録の区分いずれかに○を付す。有に○を付した場合は、登録番号を記載する。無に○を付した場合は契約図書の写

し及び施工計画書等の当該工事に従事した事が判断できる書類を添付する 
CORINSに登録無き工事及びCORINSにて工事内容が確認できない工事（簡易CORINSで登録した工事等）については、契約

書の他に施工計画書等の当該工事の内容（同種工事等の工事実績及び技術者の従事実績）が証明できる書類を添付する。必要
書類の添付がないものは、入札に参加できないので留意すること 

注 4) 主任（監理）技術者の工事経験について、品質証明員としての経験は除く 
注 5) 優良工事技術者表彰の有無について､平成19から22年度に中部地方整備局(港湾空港関係を除く｡)において技術者表彰を受

賞した場合は､有に○を付し､従事していた工事名を記載する｡受賞していない場合は無に○を付す 
注 6) 従事した工事経験を１件記載する事。また、複数の技術者を登録する場合（３名を限度。）は、本様式を複写し作成する 
注 7) 経常建設共同企業体にあっては、すべての構成員が配置する技術者をそれぞれ記載することとし、氏名欄に構成員が所属す

る会社名を記載する。なお、入札説明書 4．(6)①の基準を満たし、4．(4)に掲げる同種工事の実績を有した技術者以外は同
種・類似工事の実績を記載する必要はない 

注 8) 中部地方整備局発注の工事（港湾空港関係除く。）について、評定結果通知の紛失等により写しの提出が出来ない場合は、
別記様式２を参照すること 

注 9) 当該工事に係る工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付すること。ただし、工事評定が実施されていな
い実績や発注者より工事成績評定通知がされていない実績は、工事完了検査に合格したことを証明する書類又は、発注者への引
き渡しが完了したことを証明する書類を添付する事とし、その場合においては、評定点を６５点と見なす。 
また、転職等により工事成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付することが困難な実績にあっては、検査に合

格したことを証明する書類、引渡しが完了したことを証明する書類又は「工事実績情報システム（CORINS）」の写しをもって
65点と見なす。ただし、評定点が65点以上の実績の写しに限る。 

注 10) 当該工事を受注した場合において、監理技術者が必要となる工事にあっては、当該工事受注後に配置予定技術者の監理技術
者資格者証の写し（表裏とも）及び監理技術者講習修了証の写し（表のみ）を提出する。ただし、平成16年２月29日以前に交
付を受けた監理技術者資格者証を有するものについては監理技術者資格者証の写し（表裏とも）を提出すればよい 
当該工事を受注した場合において、専任で配置する主任技術者又は監理技術者について、当該工事受注後に配置予定技術者が

直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月以上）が明確に判断出来る資料（監理技術者証（表裏とも）又は健康保険被保険者証等）
の写しを提出すること 

工事成績評定通知
がされていない実績
の場合は、記入不要

・CORINSに登録された実績であって、同種又は類似工事である内容が、

工事カルテに登録されていない場合は、同種又は類似工事である内容が
確認できる書類（図面、数量総括表等）の写し等を添付してください。
・実績工事の全ての工期に従事していない場合は、当該実績工事のうち、
同種又は類似工事の内容に従事したことが確認できる書類（実施工程表
等）の写しを添付してください。

チェックリストに表彰ありとチェックした場合
は必ず○を付けて下さい。
○が付けてない場合は、表彰を受けていて
も評価されない場合があります。

監理技術者証及び監理技術者講習修了証
の写しを添付する場合は、有効期限内のも
のを添付してください。



別記様式４                                                                 (用紙 A4版） 

近隣地域内の工事実績 

（発注機関及び工種は問わない） 

                                                          会社名：         

工事名称  評定点 点

発注機関名  

施工場所 （都道府県・市町村名） 

契約金額  

工期 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

工
事
名
称
等 

受注形態等 単体／JV（出資比率） 

  

  

  

  

工
事
概
要 

  

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有（CORINS登録番号） ･   無 

注 1）別記様式２に記載した施工実績と重複してもよい。 
注 2) ＣＯＲＩＮＳ登録を「有」に○した場合は、CORINS 登録番号を記載すること。  

注 3) ＣＯＲＩＮＳ登録を「無」に○した場合は、当該工事の契約書の写しを添付すること。  
注 4) 当該工事に係る工事成績評定通知書等の評定点合計を証明する書類の写しを添付するこ

と。ただし、工事評定が実施されていない実績や発注者より工事成績評定通知がされて

いない実績は、工事完了検査に合格したことを証明する書類又は、発注者への引き渡しが完

了したことを証明する書類を添付する事とし、その場合においては、評定点を６５点と見な

す。なお、中部地方整備局発注の工事（港湾空港関係除く。）について、評定結果通知の紛

失等により写しの提出が出来ない場合は、別記様式２注 10）に従い、再交付の申請をする

こと。 

 

工事成績評定通知
がされていない実績
の場合は、記入不要

注意



表紙２                                                                    (用紙 A4版）

平成 年  月  日

 

 分任支出負担行為担当官 

 中部地方整備局 

  ○○○事務所長 宛 

 

○○市○○区○－○－○ 

○○○建設株式会社  

代表取締役○○ ○○  印 

                                                    （又は○○支店長 ○○○○） 

 

平成○年度 ○○○○工事 

 

 

技 術 提 案 書 

 

 

 

 

                                       等級区分 一般土木 ○等級 

                                        所在地 (本社(本店､支店､営業所)の所在地を記入すること｡) 

                    業者コード                

                    建設業許可番号  ○○－○○○○     

                                         

                                       連絡先  所 属：             

                        役 職：             

                                氏 名：             

                                                電 話：             

                                                E-mail：  0000000@00.00.00   

 

標記について、平成○年○月○日付けで公告のありました「平成○年度 ○○○○工事」の技術提案を別紙

のとおり提出します。 

 

注１）電子入札システムを用いて提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料及

び技術提案書の合計容量が３ＭＢを超える場合には、郵送等（締切日時必着）で提出すること。紙入札者

は持参も可とする。 

注２）印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。 

注３）連絡先とは、技術提案書等の内容に対する問い合わせ及び施工体制の確認を行う際における連絡先（担

当者）を記載するものとする。なお、施工体制確認のためのヒアリングについては、配置予定技術者に対

して行う。 

 



別記様式６ 

                                                                                   （用紙Ａ４） 

 

「○○に対する配慮事項（簡易な施工計画）」 

 

                                                            工事名 ：            

                                                            会社名 ：            

 

 

「○○に対する配慮事項（簡易な施工計画）」 

 

 

（例） 

 ○○工のコンクリート工の施工において、本工事における施工上の特徴を踏まえ、標準案の確実な履行の

ための配慮すべき事項を、記載すること。 

 

１．施工方法に関する配慮すべき事項 

 ※関係機関と新たに協議が発生する若しくは発生する可能性のある記載は認めない。 

 

 

 

 

 

２．施工管理方法に関する配慮すべき事項 

 ※※関係機関と新たに協議が発生する若しくは発生する可能性のある記載は認めない。 

 

 

 

 

 

 

注）１．配慮すべき事項は上記１及び２合わせて５項目以内とし、Ａ４サイズ片面３枚以内で簡潔かつ要領よ

く記述するものとする。なお文字サイズについては 10.5 ポイントとする。 

２．参考資料を添付する場合は、以下に示す項目に留意すること。なお、評価の対象は技術提案書に記載

された内容で行う。 

(１)参考資料は、技術提案書を補完する図表、写真、文献の抜粋等に止め、Ａ４サイズにて明確に判読

できるものとし、技術提案書（別記様式６）を含め片面１０枚以内とすること。 

(２)参考資料にＮＥＴＩＳに登録された工法等を記載する場合は、登録番号のみを記載するものとし、

その他、カタログ等を含め公表されている資料の写しの添付は行わないこと。 

 

 

評価項目設定理由の趣旨や前提条件を大きく逸脱するものと判断
される場合は、５点を減点する（入札説明書参照）



（別添資料１－２） 

平成○○年度 ○○○工事 

技術提案書記載例 

                                                                工事名 

                                                      会社名              

「○○の品質向上対策」 

（記入すべき項目） 

１）○○の品質向上についての工夫・提案 

提案

番号 
技術提案の概要 具体的手法と技術的な根拠並びに 

標準案に対する優位性 
備 考 

（参考資料番号） 

① （○字以内で簡潔に） 

・手法： 

・効果： 

・根拠： 

・優位性： 

（箇条書きで短文、明確に） 

資料－○ 

②    

③    

④    

⑤    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．評価項目に対する提案数は５提案までとし、本様式片面３枚以内に簡潔かつ要領よく記述するものと

する。なお、文字サイズについては 10.5 ポイントとする。「技術提案の概要」と「具体的手法と技術

的な根拠並びに標準案に対する優位性」の記載内容が一致しない場合は、評価をしない場合がある。 

２．参考資料を添付する場合は、以下に示す項目に留意すること。なお、評価については技術提案書に記

載された内容で評価する。 

（１）参考資料は、技術提案書の内容を補完する図表、写真、文献の抜粋等に止め、Ａ４サイズにて明確

に判読できるものとし、技術提案書（別記様式５、６）を含め片面１０枚以内とすること。 

（２）参考資料にＮＥＴＩＳに登録された工法等を記載する場合は、登録番号のみを記載するものとし、

その他、カタログ等を含め公表されている資料の写しの添付は行わないこと。 

規定項目数、枚数を超えると減点となります
ので注意してください。


